
（ ）

-

一般会計

年度

活動実績

27年度

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

裁判所法第66条から第67条，司法修習生に関する規
則第5条第2項

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

58 42

司法修習生旅費

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度 ％

-

28年度活動見込

12,228 13,750 12,058

中央協議会の開催回数

単位

司法修習生の受入人数 -目標値

4,004 3,730

- -

実績

定量的な目標が設定できない理由

件

代替目標 代替指標
中間目標

- 年度

修習教材部数見直しによる減
司法修習用クライアントパソコン賃貸借契約の実績反映による減

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

62

－

実施方法

本事業は，司法修習生に対し，事件捜査等の検察実務修習を通
じて検察庁における検察実務を体得させることを目的としている
が，司法修習は，裁判所修習及び弁護士修習も行うため，本事
業のみでは定量的な成果目標（いつまでにどの程度といった目
標）を設定することが困難である。

事業番号

検察庁における司法修習の実施 担当部局庁 刑事局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務課 総務課長　森本　宏

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

49

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

司法制度改革による法曹養成制度の見直しに伴う司法修習のカリキュラム変更に実効的に対応しながら，指導検事係による協議会を開催するなどしつつ，
事件の捜査等の検察実務修習を実施している。

- -

57

- -

- -

－

25年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

59

単位

12,058（円／人）
（X）平成27年度予算執行額　42,782,000円

(Y)平成27年度司法修習生受入人数　3,548人

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

- -

補正予算

円／人

検察業務庁費

42,782,000
/3,548

51,286,000
/3,730

28年度当初予算

6

42

平成４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

5

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

検察における分野別修習等（以下「検察修習」という。）は，最高裁判所司法研修所が実施する司法修習の一環として実施されるものであり，司法修習にお
ける指導につき，法曹として活動するに当たり必要な事実調査能力，法的分析能力等を習得させることに重点を置くとされていることを踏まえ，具体的事件
の取扱いについて検察官の立場で修習することを通じて，法曹として必要な基本的知識や技法を習得させるとともに，検察官の使命と役割，検察官として必
要な心構え及び検察の実務を理解させることを目的・目標としている。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

平成２８年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

57 62 59 58 42

51 43

執行率（％） 86% 82% 73%

司法修習生に対して，検察
実務修習を適切に実施す
る。

単位

人 3,548

1 1 1

計算式 　　X/Y

-

48,960,000
/4,004

26年度

6

諸謝金

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

5

26

　 0013

年度-

-

-

-

－

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

58 42

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

-
25年度 26年度 27年度

司法修習生に対し，事件捜査等の検察実務修習を通じて検察庁における
検察実務を適切に体得させる。各年度において，実際に取調べ等を行わせ
るなど検察実務を適切に体得させた。

- -

- - - - -

-

目標最終年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 1 1 -

1

5

29年度要求 主な増減理由

25年度

5

計

(項）検察運営費

職員旅費

-

チェック 



-

-

 司法修習生の検察修習・司法制度改革による法曹養成制
度の見直しに伴う司法修習のカリキュラム変更に実効的に
対応しており，国が実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

-

-

目標最終年度

-

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標

年度

- - - -

計画開始時
27年度 28年度

-

事業名

○

 整備された機器等は十分活用されている。

- - -

○

 費目・使途は事業目的に対し，必要なものに限定されてい
る。

単位

○ 　一般競争入札を原則として，競争性が確保されている。
　なお，司法修習用パソコンリースにつき，複数年度を前提
とした随意契約を2社としているが，契約の相手方は，当初
契約において一般競争入札により落札した者であって，当
該機器等を継続して賃貸可能な者は契約の相手方のみで
あり，競争を許さないことが理由となっているものであり，問
題はない。

○

点検結果

改善の
方向性

　本年度においても，「旅費マニュアル」を適切に運用して更なる節減に努める。
　また，市場動向・過去の調達実績や類似調達事案等を踏まえた物品調達を励行し，更なる経費の節減に努めるとともに，平成29年度予算
に反映させることする。

　旅費については，ICカードを積極的に活用するなど，旅費マニュアルを適切に運用することにより，執行額の減額が図られている。
　また，調達している物品等についても，積極的に競争入札を実施するなどして，執行額の削減が図られている。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

年度

- -

目標値 -

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

-

 旅費について，「旅費の標準マニュアル」を適切に運用して
その節減が実行された。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

 裁判所における司法修習を担当する最高裁判所と適切に
役割分担がなされている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

-

事業番号

関
連
事
業 -

○

-

事
業
の
有
効

性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐ -

‐

‐

有

‐

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

 比較検討した上，事業を実施している。

点
検
・
改
善
結

果

成果実績

 旅費マニュアルや謝金の支払基準の適切な運用により，経
費の節減に努めている。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

 不用の理由は，実務修習のための出張等が予測を下回っ
たためである。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -

単位

-

-

-

国
費
投
入
の
必

要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高
い事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

-

-

- - 年度
定量的指標 25年度

-

実績値 - -

施策 -

政策 -

測
定
指
標

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



0031

0014

平成23年度

0013

0030

外部有識者の所見

平成26年度

　外部有識者による点検対象外である。

　司法修習用クライアントパソコンの賃貸借契約について，執行実績を踏まえた見直しを行うとともに，修習教材の部数を見直すことにより経費の
削減を図った。
　（▲16百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

縮
減

0028

0013

平成24年度

平成27年度

　各経費について執行実績を踏まえた見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

－

事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【随意契約（その他）】 本省からの予算配分

Ａ． Ｂ．

謝金の支払 旅費の支給

司法修習生の実務修習
における講師に対する謝
金

司法修習生の実務修習
における旅費の支給

司法修習生の実務修習
のための物品の購入契
約等

司法修習生の実務修習のため
に必要な物品の購入契約，講
師に対する謝金及び司法修習
生等に対する旅費の支給

【一般競争入札等】

2百万円 8百万円 15百万円
　Ｃ．　税務署，個人等 Ｄ．司法修習生ほか

水戸地方検察庁ほか52庁

25百万円18百万円

NECキャピタルソリューション株式会社等

法  務  省

43百万円

・検察庁における司法修習生
の実務修習体制を充実するた
めに必要な物品の賃貸借等

・司法修習生の実務修習のた
めに必要な物品の購入契約，
講師に対する謝金及び司法修
習生等に対する旅費の支給

検察庁における司法修習生の実
務修習体制を充実するために必
要な物品の賃貸借契約等

　E.株式会社三省堂書店ほか



- -

- -

-

- - -

-

-

- - -

- - -

金　額
(百万円）

A.NECキャピタルソリューション株式会社

3

- -

-

- -

- -

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロック
ごとに最大の金
額が支出されて
いる者について

記載する。費目と
使途の双方で実
情が分かるように

記載）

- - -

-

-

- - - - -

-

- - -

0.2

-

- -

司法修習の実施

- -

使　途

賃料及び損料 予算配分司法修習用パソコンリース

費　目

-

-

-

- - -

-

- -

B.水戸地方検察庁

-

金　額
(百万円）

11

-

-

費　目 使　途

計 11 計 3

C.税務署 D.個人A

費　目 使　途

諸謝金 謝金に対する源泉徴収 0.1 旅費 職員旅費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

- -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

計 0.1 計 0.2

- - - - - -

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

消耗品費 物品購入（書籍） 4 - - -

- -

計

-

-

- - - - - -

-

- - - - -

- - - - - -

- - -

- - -

- - - - - -

- -

- -

- -

計 4

- - - -

0

E.株式会社三省堂書店 F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

- - -

- -

-

チェック 



支出先上位１０者リスト
A.随意契約（その他）

B.本省からの予算配分

C.謝金の支払

個人Ｇ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｉ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｂ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｃ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｅ - 講師謝金 0.1 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人Ａ - 講師謝金 0.1 - - - -

NECキャピタルソ
リューション株式会
社

東京センチュリー
リース株式会社

新潟地方検察庁 4000012140020 司法修習の実施 0.7 - - - -

司法修習の実施 0.9 - - - -

鹿児島地方検察庁 6000012140043 司法修習の実施 0.7 - - - -

前橋地方検察庁 9000012140016 司法修習の実施 1 - - - -

宇都宮地方検察庁 1000012140015

1

2
随意契約
（その他）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

2

-

神戸地方検察庁 1000012140023 司法修習の実施 2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

水戸地方検察庁 2000012140014 司法修習の実施 3 - - -

- - - -

京都地方検察庁 2000012140022 司法修習の実施 1 - - - -

6

7

4

5

仙台地方検察庁 3000012140046 司法修習の実施 1 - - - -

10

8

9

松山地方検察庁 7000012140059 司法修習の実施 0.8 - - - -

大阪地方検察庁 3000012140021 司法修習の実施 1 - - - -

3

4

1

2

税務署 -
講師謝金に対する源泉徴
収

0.1 - - - -

7

8

5

6

個人Ｄ - 講師謝金 0.1 - - - -

9

10

個人Ｈ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｆ - 講師謝金 0.1 - - - -

- 100％

法　人　番　号

6010401015821

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（その他）

- 100％

8010401021784 11

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

7

司法修習用パソコンリース

司法修習用パソコンリース



D.旅費の支給

E.一般競争入札等

株式会社岩瀬書店 7380001003668 物品購入（書籍） 0.6
随意契約
（少額）

- - -

株式会社有斐閣 8010001031300 物品購入（書籍） 0.5
随意契約
（少額）

- - -

有限会社双葉書店 4050002006103 物品購入（書籍） 0.7
随意契約
（少額）

- - -

株式会社煥乎堂 9070001000546 物品購入（書籍） 0.7
随意契約
（少額）

- - -

株式会社新丸三書
店

4500001013938 物品購入（書籍） 0.7
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社三省堂書
店

7010001016830 物品購入（書籍） 4 一般競争入札 3 88.2％ -

個人Ｄ - 旅費 0.1 - - - -

個人Ｆ - 旅費 0.1 - - - -

個人Ｇ - 旅費 0.1 - - - -

個人Ａ - 旅費 0.2 - - - -

個人Ｂ - 旅費 0.1 - - - -

個人Ｃ - 旅費 0.1 - - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1

4

5

2

3

四国旅客鉄道株式
会社

1470001002014 旅費 0.1 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

個人Ｅ - 旅費 0.1 - - - -

10 個人Ｉ - 旅費 0.1 - - - -

個人Ｈ - 旅費 0.1 - - - -

1

2

5

6

3

4

丸善株式会社 2010001034952 物品購入（書籍） 0.8
随意契約
（少額）

- - -

株式会社東和 9050001001810 物品購入（パソコン） 2 一般競争入札 3 74.2％ -

9

10

7

8

株式会社亀田書店 5060001001276 物品購入（書籍） 0.7
随意契約
（少額）

- - -

株式会社文信堂書
店

3110001004894 物品購入（書籍） 0.6
随意契約
（少額）

- - -

チェック 


